
株式会社 翻訳センター
経営企画室
Tel：03-6369-9963
e-mail：ir@honyakuctr.co.jp

株主メモ Shareholder Memo

■ 住所変更等のお申出先について
 株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設
されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
■ 未払配当金の支払いについて
 株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日 定時株主総会　毎年3月31日
 期末配当　毎年3月31日
 中間配当を行う場合　毎年9月30日
 （その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。）

公告方法 電子公告の方法により行います。
 ホームページアドレス　https://www.honyakuctr.com
 ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることが
 できない場合は、日本経済新聞に掲載します。

 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
 三井住友信託銀行株式会社
 大阪市中央区北浜四丁目5番33号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵便物送付先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
 受付時間　9:00～17:00（土日休日を除く）
 取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店および
 全国各支店で行っております。

上場証券取引所 東京証券取引所 スタンダード

証券コード 2483

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人
事務取扱場所

この報告書には、翻訳センターグループの将来についての計画や戦略、業績に関する予想および見通しの記述が含まれております。これら
の記述は過去の事実ではなく、当社が現時点で入手可能な情報から判断した見込みであります。世界経済の動向、税制や諸制度等に関す
るリスクや不確実性を際限なく含んでおり、実際の業績や結果は当社の見込みと異なる可能性があることをご承知おきください。

見通しに関する注意事項

各種オンラインセミナーのご案内

翻訳センターグループでは
ランゲージサービスに関する
オンラインセミナーを
随時開催しております。

https://www.honyakuctr.com/seminar/

翻訳センター オンラインセミナー

個人投資家向け説明会 開催のご案内

日時 2022年10月15日（土）
13：55～14：40

東京・KDDIホール／ライブ配信

弊社ウェブサイトにて告知予定

日時

会場

お申込み方法

株式会社 翻訳センター

2 021年4月1日～2022年3月31日

第36期 期末のご報告



To shareholders and investors

パンデミックが長期化する中で、昨年1年間
は、足元の需要の確実な取り込みに加え、ニュ
ーノーマル下で生まれた新たな需要の獲得に
向け、受注体制の強化に取り組んでまいりまし
た。当期の業績については、翻訳事業では顧客
企業におけるテレワークの浸透と定着を背景に
需要の回復基調が続き、増収となりました。派
遣事業は語学スキルの高い人材への底堅い需
要に支えられて堅調に推移しましたが、期間限
定業務終了の影響などからわずかに減収となり
ました。通訳事業においては対面での会議・商
談の自粛・制約が長期化する中、オンライン通
訳サービスの需要を積極的に取り込み、増収と
なりました。語学教育事業もオンライン授業の
定着化を背景に増収となりましたが、一方で、
国際的な人の往来に対する制限が依然として
続いているコンベンション事業は2期連続で減
収と、厳しい結果となりました。振り返ると、事
業ごとに需要回復の濃淡が表れた1年間だった
と思います。

Q1 2022年3月期の振り返りを
聞かせてください。 Q3 第五次中期経営計画の

ポイントを教えてください。

中長期での環境変化を見据え、2023年3月
期からの第五次中期経営計画では、機械翻訳
をツールとして完全に取り込んだビジネスモデ
ルに磨きをかけることでさらなる顧客シェア拡
大を図り、「すべての企業を世界につなぐ言葉
のコンシェルジュ」という当社ビジョンを具現
化していきます。重点施策を3つ掲げています
が、最大のポイントとなるのがドキュメント集
約メカニズムの構築です。翻訳対象となるド
キュメントを当社に集約させることで、翻訳文
から生成されるコーパスや用語集といった言
語資産の活用の幅を広げ、お客様がおかれて
いる翻訳環境の改善を支援していきます。また
当社は特許・医薬の領域では揺るぎないポジ
ションを確立していますが、今後、お客様の産
業セクターや部署機能ではなくドキュメントの
軸、たとえば社員研修資料やIR資料等、ドキュ
メントの種類ごとに翻訳サービスを最適化し、
新たな専門特化領域の育成を図ります。

機械翻訳と人手翻訳を融合することで翻訳
品質と生産効率の向上に取り組んでいる当社
にとっては、機械翻訳の普及・精度向上はリス
クではなく、中長期にはむしろ当社の競争力が
発揮できる機会だと捉えています。昨今の主流
であるニューラル機械翻訳の技術はAIを活用
した統計的手法をベースに発展しているため、
人が介在せず機械翻訳だけで100点満点の品
質とするには限界があります。そのため、機械
ではなく人間が翻訳の品質を確認し、保証する
価値は残り続けると考えています。その一方で、
機械翻訳の精度が向上していくと、確認や保証
する作業もより効率化が進み、付加価値は今よ
りも低下していくことが予想されます。そうした
中で、当社が今後どのような施策に取り組んで
いくのかをまとめたものが今年5月に発表した
「第五次中期経営計画」です。向こう3年でこの
中期経営計画を着実に推し進め、持続的な成
長を実現していきたいと考えています。

Q2 外部環境について、
どのような見方をしていますか。

株主の皆様には前期、やむなく減配をご了
承いただきましたが、当期は増配を実施し、
2023年3月期の配当予想は45円といたしまし
た。今後も着実な成長を遂げながら、安定配当
を基本方針に皆様への還元を充実させていき
たいと考えております。株主の皆様におかれま
しては今後とも変わらぬご支援をいただきます
ようお願い申し上げます。

Q5 最後にステークホルダーの
皆様に一言、
メッセージをお願いします。

業界の役割のひとつに、円滑なグローバルコ
ミュニケーションの促進を通じた多言語共生社
会の実現への貢献があると考えます。コミュニ
ケーションに介在する翻訳・通訳はその存在を感
じさせるべきではない、というポリシーもある中
で、言語ビジネスを通じて多言語共生社会の実現
につなげていくためには、事業が生み出す価値を
社会インフラの場で発揮することも重要だと考え
ています。当社は一昨年に大阪府門真市と共同で
日本に住む外国人の方々にゴミ出しに関する情
報をわかりやすく伝える「多言語版ごみカレン
ダー」を作成し、同市に無償提供しました。現在
も、希望する自治体には多言語版ごみ分別表の
無償提供を行っています。今後も事業活動を通じ
て人々の日々の生活の中にある言語のハードルを
取り除くお手伝いをしていきたいと考えています。

Q4 ESGに対する翻訳業界としての
役割についてはどうお考えですか。

2022年3月期連結業績

Shunichiro Ninomiya

代表取締役社長

私たちは翻訳業界のリーディングカンパニーとして、

ランゲージサービスの新たな可能性を追求し、

言語にまつわるお客様の問題解決に真摯に取り組みます。
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573百万円親会社株主に
帰属する当期純利益
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営業利益 811百万円

売上高 10,337百万円
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Q&A
Q&A

ドキュメント軸による新たな専門特化領域の育成について、
より具体的に教えてください。

Q

Q

当社はこれまで業界や技術分野に着目してサービスの専
門特化を図ってきましたが、そのサービスをドキュメント

の種類にまで細分化し、お客様のニーズや用途に合わせたサー
ビスの最適化を推し進めていきます。この施策の推進により、新
たな専門特化領域の育成を図ります。

A

ドキュメント別モデル作成による機械翻訳精度の向上には、
どのような狙いがありますか。

これまでは英語を中心に、分野ごとにモデルの作成に注力
し、大きな成果を上げてきました。今後は機械翻訳の適用

範囲を多言語にも拡大すると同時に、ドキュメントの種類別、顧
客別、プロジェクト別でのモデル作成を進めていくことで、言語
資産の活用の最大化を図ります。

Q

A

第五次中期経営計画についてもっと知りたいこと、よくわからないことを株主の
皆様の視点から5つの質問にしてみました。二宮社長がお答えします。

顧客体験価値向上・案件集約の仕組みづくりは、
具体的にどのように進めますか。

たとえばグローバル企業の社員研修資料などでは、テキス
トの翻訳に限らず、翻訳した資料に字幕や音声ナレーショ

ンをつけたいといったご要望も増えています。翻訳に関するソ
リューションの提案に加えて、翻訳原稿の作成から翻訳文の使
用までの工程を幅広く支援することで、顧客の翻訳環境の改善
を支援し、案件の集約化につなげていきます。

A

プロセス改善による生産効率の向上は、
具体的にどのように進めますか。Q

翻訳作業のデジタル化が加速する中で、翻訳作業のみな
らず周辺プロセスの改善も図り収益性強化につなげてい

きます。具体的には、翻訳前の作業である翻訳者の選定から発
注までのプロセスの効率化や翻訳後の校正作業手順の見直し
など、課題になっているポイントを一つひとつ解決することで成
果を上げていきます。

A

働き方改革や事業変革を支える
経営基盤の整備について、
具体的な取り組みを教えてください。

Q

当社ではニューノーマルに対応した労働・職場環境を実現
するため、テレワーク体制を基本形として進めてきました。

今後も基本の勤務体系にテレワークを取り入れ、継続していき
ます。また、デジタル人材の確保やIT技術への投資を積極的に
行い、経営基盤の強化を図ります。

A

特集 Special  Feature

第五次中期経営計画の概要

ビジネス環境の変化やデジタル化の進展に対応しつつ、業界・ドキュメント別に最適化された言語資産の活用モデルを確立し、
対象市場でのプレゼンスを高め、持続的な成長を実現します。

基本方針

重点施策

ドキュメント集約メカニズムの構築 ドキュメント別言語資産活用モデルの確立

●ドキュメント軸による新たな専門特化領域の育成
●顧客体験価値向上・案件集約の仕組みづくり

●ドキュメント別モデル作成によるMT精度の向上
●プロセス改善による生産効率の向上

働き方改革や事業変革を支える経営基盤の整備

●働き方改革などのニューノーマルに対応した労働・職場環境の実現
●IT人材・技術への積極的な投資と事業変革を支える経営基盤の整備

第五次中期経営計画 業績目標

売上高

営業利益

当期純利益

10,337

811

573

2022年3月期実績 2025年3月期目標＞業績目標

連結営業利益率

自己資本利益率（ROE）

7.8％

11.9％

2022年3月期実績

9％

12％

2025年3月期目標＞経営指標

1,763 →
289 →
177 →

増減額

17.0% →
35.6% →
30.8% →

伸び率（％）

12,100

1,100

750

以上の戦略により、2025年3月期には
売上高121億円、営業利益11億円
を目指します。

（単位：百万円）
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業績ハイライト Financial Highlights 株式の状況／会社概要 Stock Information / Corporate Data

商号

設立

代表者

本社所在地

資本金

従業員

事業内容

関係会社

会社概要 （2022.3.31現在）株式の状況（2022.3.31現在）

HC Language Solutions, Inc.
株式会社FIPAS
株式会社アイ・エス・エス
株式会社パナシア
株式会社メディア総合研究所
ランゲージワン株式会社＊

株式会社 翻訳センター

二宮　俊一郎

518名（連結）

翻訳サービス業

発行可能株式総数

発行済株式の総数
 

株主数

＞株式分布状況

5億8,844万3,000円

1986年4月

代表取締役社長

取締役（営業統括） 

役員 （2022.6.28現在）

二宮　俊一郎

武山　佳憲

取締役（管理統括） 魚谷　昌司

取締役（常勤監査等委員） 大西　耕太郎

取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員） 村田　淳一

山本　淳

自己名義
1.13%

証券会社
2.14%

所有者別
株式分布状況

外国人
14.21%

その他
国内法人

33.24%

金融機関
1.46%

個人・その他
47.82%

翻訳事業
7,828百万円

派遣事業
1,212百万円

通訳事業
655百万円

コンベンション事業
220百万円

その他*
420百万円

（2022年3月期）

＊「語学教育事業」は、量的な重要性が低下したため、報告セグメントから除外し「その他」に統合

＊グラフは変更後の区分に基づいて作成

事業別売上高

特許分野
2,316百万円
医薬分野
2,904百万円
工業・
ローカライゼーション分野
2,028百万円
金融・法務分野
580百万円

翻訳事業
内訳

事業別売上高

TOTAL
10,337百万円

セグメント売上高推移（2022年3月期）

10,280,000株

3,369,000株
（自己株式37,922株を含む）

2,538名
本社：大阪府大阪市中央区久太郎町4丁目1番3号 

大阪御堂筋ビル13階
東京本社：東京都港区三田3丁目13番12号

三田MTビル7階、8階

＊持分法適用会社＊持株比率は自己株式（37,922株）を控除して計算しております。

翻訳事業

20222021

（百万円）
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通訳事業

655
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コンベンション事業

220298

20222021
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その他＊

420

（百万円）
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大株主一覧表（上位10名)
株主名 持株比率＊（％）
エムスリー株式会社
THE BANK OF NEW YORK 
MELLON 140040
光通信株式会社
東　郁男
株式会社UH Partners 2
内藤　征吾
MSIP  CLIENT  SECURITIES
淺見　和宏
二宮　俊一郎
翻訳センター従業員持株会

19.90

8.63 
7.47
4.62
3.77
2.65
2.48
2.35
1.73
1.71

持ち株数
663,000

287,600

249,000
154,100
125,800
88,600
82,900
78,500
57,900
57,100
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